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 資料１ 

上下水道研究部の運営方針 
 
１．使命 
令和 6 年 4 月に水道整備・管理行政が厚生労働省から国土交通省等に移管され、令和 7

年度には、厚生労働省保健医療科学院水管理研究領域で取り組んでいた研究についても、

国総研等にて実施することとなった。このため、国総研上下水道研究部は、国としての広

域・総合的観点から、上下水道の技術政策の企画・立案・遂行に資する調査研究と技術マ

ネジメントを実施することとなった。 

安全で安定的に水を供給することに重要な役割を担う水道、生活環境の保全、水環境の

保全、健全な水・物質・エネルギー循環の構築等に重要な役割を担う下水道について、上

下水道が一体となった効果が得られるよう、得られた知見を結集し、調査・研究を進める。 

・技術政策の基本となる関連情報を収集・分析。施設の建設・管理のみならず、気候変動、

災害、地方公共団体の経営状況など、広範な情報を対象。 

・情報分析に基づき、技術的課題を明らかにし、必要な技術を研究・開発・評価・誘導。

将来の技術発展を展望するため、先進の知見も対象。 

・国として上下水道技術の方向性を示す。技術開発が効率的に行われるように、産学官の

役割分担や連携支援など、技術マネジメントを実施。 

・研究や活動の成果を、技術ビジョン、技術基準原案、ガイドライン、データベース等に

反映。財政力・技術力が脆弱な町村も含めた地方公共団体の支援に資する情報発信、技

術指導、人材育成に貢献。 

 

２．国土・社会の動向と将来展望 

【国土・社会の動向】 

○インフラの老朽化の進行 

・水道普及率は約98.2％（令和5年度末）で法定耐用年数(40年)を超えた管路延長は25.3%。 

汚水処理人口普及率は約 93.7％（令和 6 年度末）で、法定耐用年数(50 年)を超える管路 

延長は今後急増の見込み。 

・令和 7 年 1 月の埼玉県八潮市の大規模な道路陥没事故が発生。事故直後に実施した下水

道の全国調査では、優先実施箇所のうち１割弱が｢緊急度Ⅰ（要対策）｣と判定。 

○施設耐震化の遅れ 

・令和 6 年能登半島地震では、上下水道施設が各所で被災し、両施設の復旧時期が合わず

に長期間上下水道を使用できない地域が多数発生。また、地震後の調査により、避難所

や医療機関等の重要施設に接続する上下水道管路の両方が耐震化されている割合は約

15％と低いことが判明。 

・上下水道本管の他、宅内の給排水管が地震動により破断し使用不能となるケースも多発。 

・地震時に支援部隊が速やかに台帳情報を入手できず、被災情報の集約に労力を要する等

の課題も顕在化。 

○気候変動に伴う災害等による影響 

・都市の浸水防除の役割を担う下水道においても、雨水浸透施設の効果的な導入等を含む

気候変動適応に向けた取組が必要。 

・豪雨や地震時の津波により、上下水道施設が大きな被害を受けることもあるため、施設

の耐水化も必要。 

○人口減少・高齢化等の進行 
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・人口減少や都市活動の減退による水道使用水量や下水量の減少等の影響が顕在化。 

・上下水道部局の職員数はそれぞれピーク時（1980 年、1997 年）の約 6 割に減少。特に人

口 5 万人以下の事業体では施設管理の省力化や熟練職員の技能継承、民間活力の導入等

が急務。 

○カーボンニュートラル実現に向けて 

・水道事業 年間約 74 億 kWh（令和 2 年度）、下水道事業 年間約 69 億 kWh（令和 4 年度）

の電力を消費。 

・カーボンニュートラル実現に向け、上下水道の資源・エネルギーの積極的な利活用や省

エネ・省資源技術の開発が期待されている。 

○流域総合水管理 

・新たな水循環基本計画（令和 6 年 8 月）において、健全な水循環の確保のために流域総

合水管理を展開。上下水道はそのための重要な構成要素であり、施設等再編や官民連携

により、上下水道一体の最適で持続可能なシステム等への再構築等を図る必要性を指摘。 

・安全・安心な飲料水を供給し続けるために有機フッ素化合物（PFAS）等の化学物質にも

適切に対応する必要性。 

・豊かな海の実現のため、下水高度処理の弾力的運用による栄養塩管理を推進する必要性。 

○物価高騰・原材料等の逼迫 

・国際情勢や円安による輸入物価の上昇等により、原材料・エネルギー価格が高騰。食料

安全保障の観点から、国内資源である下水汚泥の肥料利用を推進する必要性。 

 

【将来展望】 

 近い将来に以下のことが実現されることを目指して研究に取り組む。 

・下水道等に起因する大規模な道路陥没事故を踏まえた対策検討委員会第３次提言で提案

された｢メリハリ｣と｢見える化｣による下水道管路マネジメントの必要性を踏まえ、現在、

本省が設置した委員会（国総研も事務局の一員）において、下水道管路の点検調査の頻

度・方法等の基準見直し及び点検調査技術の高度化・実用化促進に向けた検討を行って

いる。この検討に合わせて、ドローン、AI、センサー等の DX 技術を活用した点検調査を

安全かつ効率的に実施可能な技術の研究開発や AB-Cross による民間技術の実証・評価を

行い、早期の社会実装に努める。 

・全国の上下水道管路の調査結果を継続的に収集整理し、今後の政策に反映するための分

析を行い、漏水・破損・陥没事故・地震被害の未然防止に貢献する。 

・雨水浸透施設を雨水管理総合計画に位置付けるための検討を行い、計画を超過する降雨

による内水被害に対するソフト・ハード両面での総合的な防災・減災手法を確立する。 

・人口減少等による水道使用量や下水量の減少並びに施設の老朽化の進行やコスト縮減に

対応するため、施設等を広域化・共同化したり、分散型システムを導入することにより、

適正規模に再編する。その際、水源としての地下水の活用や取排水系統の見直しについ

ても合わせて検討する。 

・人材確保の困難さや人件費増に対応するため、ICT/IoT/AI 等の技術導入により施設管理

の省力化や効率化を実現し、維持管理が容易なシステムへ転換する。またそれらの技術

をカタログ化すること等により、ＤＸ技術の普及を促進する。 

・カーボンニュートラル実現と循環型社会の構築に向け、水、物質、熱等を下水管路等を

介して集約するとともに、それらを農業や漁業分野で活用・再生するための技術開発を

推進する。また、上下水道施設の運転方法の見直しや再編についても検討する。 

・流域総合水管理の実現に向け、浄水処理による化学物質除去や下水処理における栄養塩

管理等に資する上下水処理技術の調査・研究・開発を行う。 
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３．令和８年度に重視する研究・活動の実施方針 
【国土・社会動向の変化に対応した研究の推進】 

○インフラの老朽化対策 

・上記委員会での検討結果も踏まえ、適切な管路マネジメントサイクルによる管路システ

ムの持続的な機能確保及びコスト最適化に向けた調査研究を行う。上下水道管路の効率

的な改築・点検調査に関する研究の継続、下水道管路における効率的なストックマネジ

メント実施に関する調査の開始とともに、令和７年度補正予算により、下水道管に起因

する道路陥没事故防止に貢献する調査検討を実施し、道路部局とも連携を図りながら研

究に取り組む。 

・AB-Cross 事業として、加速度計を用いた水管橋の点検効率化・高度化技術、下水道の中

大口径内表面状態評価技術の実証を継続するとともに、下水道管路メンテナンスの高度

化やメンテナビリティの向上につながる技術の実証を開始する。 

○施設耐震化の推進と災害支援の効率化 

・令和 6 年能登半島地震からの復興途上である能登半島等の市町の復旧・復興を支援する

ため、能登上下水道復興支援室において、引き続き必要な技術的助言を行う。 

・能登半島地震等を踏まえ、上下水道施設の計画的な耐震化に資する調査研究を行う。自

然災害に強靱かつ回復力の高い水道システムの構築に関する研究、下水道管路施設の災

害対策支援に関する台帳情報利活用の効率化に向けた調査を継続する他、水道施設にお

ける地震被害の軽減に向けた調査、地震等による長期断水等リスクエリアの特定に向け

た定量評価指標案に関する研究を開始する。 

・AB-Cross 事業として、補助金具による非耐震管路の耐震補強技術の実証を継続する。 

○気候変動、頻発する災害等への対応 

・気候変動を踏まえた下水道の浸水対策能力の向上に関する調査を継続するとともに、気

候変動に伴う水道の消毒副生成物リスク制御に関する研究を開始する。 

○人口減少・高齢化等への対応 

・分散型処理も考慮した最適な上下水処理方法に関する調査を開始する。 

・AB-Cross 事業として、小規模分散型水循環システム技術、ハイブリッド小型緩速ろ過シ

ステム技術、好気性グラニュールによるダウンサイジング可能な技術の実証を継続する。 

○カーボンニュートラルの実現に向けた対応 

・下水道における脱炭素化に資する技術に関する調査、下水処理場における３軸を考慮し

た最適な運転方法に関する共同研究を継続するとともに、処理水質レベルに応じた下水

処理場のエネルギー最適化に関する調査を開始する。 

○流域総合水管理の重要な構成要素としての上下水道に向けた対応 

・水道については、飲料水健康危機管理に係る浄水処理技術及び給水装置の評価に関する

研究、活性炭処理における有機フッ素化合物(PFAS)の除去性能に関する全国調査、レジ

オネラ属菌のクロラミン耐性と感染力に基づく消毒条件の最適化の研究等を継続する

とともに、資機材等における新規・未規制材料に対応した安全性評価スキーム構築に係

る研究を開始する。 

・下水道については、エネルギーと水質との両立も考慮し、水産業への栄養塩供給も含め

た下水処理水の放流水質のあり方に関する調査を継続するとともに、下水再生処理水の

雑用水利用等における衛生学的な水質リスク評価手法に関する調査を開始する。 

○物価高騰・エネルギー需給等への対応 

・下水汚泥の農業等への利用に向けて、リン吸着バイオ炭によるリン回収および炭素貯留

技術、余剰汚泥からの高効率 MAP 回収システム技術の実証事業を継続する。 

 

【産官学連携による技術マネジメント】 
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・(公財)水道技術研究センター、業界団体、水道関係学会等との連携を強化することによ

り、産学官が有する水道技術情報を収集し、今後の水道技術のあり方について検討する。 

・国総研上下水道研究部が事務局となり策定した「下水道技術ビジョン」と｢下水道技術ビ

ジョンロードマップ｣のフォローアップのため、産官学連携による「下水道技術開発会議」

（座長：国総研上下水道研究部長）において、技術開発・導入推進方策を引き続き議論

する。 

・下水道技術開発会議 エネルギー分科会（座長：国総研上下水道研究部下水道エネルギー・

機能復旧研究官）において、下水道資源・エネルギーなどの新技術の開発、導入促進を

引き続き議論する。 

・本省が設置した「下水道管路メンテナンス技術の高度化・実用化推進会議」の事務局の

一員として、同会議を通じた管路メンテナンス技術の高度化・実用化に向けた議論を加

速し、技術開発目標の設定や技術の普及推進に努める。 

 

【研究成果の社会実装】  

・研究成果の迅速な公表とともに、行政課題への対応のために国の基準やガイドライン等

への成果の反映に向けた取組を推進する。 

・AB-Cross（令和６年度までは A-JUMP、B-DASH）プロジェクトを通して開発･実証された

技術を全国に水平展開して社会実装を推進する（23 技術 252 件の導入実績：令和 7 年 3

月時点）。策定した技術ガイドラインを国総研ホームページで公表（45 技術公表済み）。

ガイドライン説明会も開催し、個別相談にも対応する。 

・本省上下水道審議官グループと連携して、社会実装を促進するための基準・制度等のあ

り方について検討する。 

 

【現場技術力の向上】 

○地方公共団体等への技術的支援 

・技術相談窓口等を通じて、地方公共団体からの問合せや現場での技術指導に対応する。 

・上下水道施設が被災した際に高度技術指導班（TEC-FORCE）にて地方公共団体を支援する。 

・各種会議に委員等として参画したり、各種研修の講師を務めることにより、最新の研究

成果を早期かつ広範囲に伝達するとともに、個別技術相談等を実施する。 

○研究者交流による人材育成 

・地方公共団体、関係法人、民間企業等の多様な技術者を受け入れ、高度な技術力とその

発信力の養成を目指すことにより、上下水道分野の技術者育成に貢献する。 

 

【データの収集・分析・管理、社会への還元】 

○下水道管きょ劣化データベース、下水道管路地震被害データベース 

・下水道管きょ劣化データベースは、令和 7 年 6 月に定期更新を実施済み。 

・下水道管路地震被害データベースは、令和 6 年能登半島地震のデータの追加に向けて、

データの収集・整理を引き続き進める。 

・国総研ホームページにてデータ等を公開。公開データは適宜更新し、各種調査研究に活

用するとともに、成果を地方公共団体等に還元する。 

○下水道技術検討タスクフォース 

・下水道に関する政策検討、技術基準類の策定、研究開発について、国土交通本省、国総

研、土木研究所それぞれが保有するノウハウを結集して取り組む「下水道技術検討タス

クフォース」を設置しており、「処理水の安全性向上」、「栄養塩類の能動的運転管理の導

入支援」、「災害時処理場の応急復旧」、「バイオマス広域化の検討ツール」の 4 テーマに

取り組んでいる。 
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・八潮市の道路陥没事故において、下水を河川放流する必要が生じた際、タスクフォース

で検討した消毒技術が効果を発揮したことから、引き続き連携して取り組む。 

 

【国際貢献と水ビジネス国際展開支援】  

・本省と連携し、上下水道サービスに関する ISO 専門委員会（TC224）等に専門家として参

画するとともに、ISO の活用促進や国内外での会議・セミナー等への参画を通じて、本

邦水処理技術等優位技術の海外展開に貢献。 

 

             以上 


